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JIS 



建築 構造 部分の 耐火 試験 方法 A 1 304 1^94 

(1999 確認） 

Method of nre resistance test for structural parts of builamgs 



1， 適用 範囲 

て 規定す る。 
備考 1. 
2. 



. の 規格 は， 建築物の 壁， 柱， はり， 床 (天井 を 含む。）， 屋根な どの 構造 部分の 耐火 試験 方法に つい 

6. に 規定す る 載 荷 加熱 試験， 7. に 規定す る 注水 試験 又は 8. に 規定す る 衝撃 試験 は， 必要に応じて 行う。 
この 試験に 合格した 構造 は， 次に 示す 区分に よって 表示す る。 
加熱 試験の 級 別 30 分 加熱 1 時間 加熱 
2 時間 加熱 3 時間 加熱 
4 時間 加熱 

載 荷 加熱 試験 L 
注水 試験 W 
衝撃 試験 S 

記号 例 ： 2 時間 力 D 熱 WS ~~ ^時間 加熱 試験に 合格し， 注水 試験と 衝撃 試験に 合格した もの。 
この 規格の 引用 規格 を， 次に 示す。 
JIS C 1602 熱電対 

この 規格の 中で { } を 付けて 示して ある 単位 及び 数値 は， 従来 単位に よる ものであって， 参考 値で あ 
る。 



その他の 試験の 有無 



2. 試験 体 

2.1 試験 体 は， その 構造 を 実際の ものと 同一に 製作し， 部分に よって 耐火力に 差が ある 場合 は， 耐火 上 弱点と 思わ 
れる 部分 を 含ませる。 

2.2 試験 体内 部に 中空 部が ある 場合に は， 壁 及び 床に おいて は 周囲 及び 裏面 側 を， 柱 及び はりに おいて は 両端 部 を 
密閉す るよう に 試験 体 を 造らなければ ならない。 

参考 鋼管に コンクリート を 充てん したよう な 構造の 場合 は， 充てん 物の 水分が 高圧 蒸気と なって 試験 体が 爆 
発する おそれが あるから， 安全の ために 鋼管に 孔を あけた 試験 体と する こ と。 
2.3 試験 体の 試験 面の 標準の 大きさ は， 表 1 のとお りと する。 



表 1 



構造 部分 


大きさ cm 


断面 


A 


B 


C 


壁 


高さ 240， 幅 180 以上 


高さ 180， 幅 90 


高さ 90， 幅 90 


厚さ は 実際の ものと 同一と する。 


床 


長さ 2 4 0， 幅 180 以上 


長さ 180， 幅 90 




屋根 


柱 


高さ 240 以上 


高さ 150 


断面 は 実際の ものと 同一 とする。 ただ 
し， 鋼材に 対する 被覆 材の 厚さ を 変え 
る ことなく， その 辺の 長さ 又は 径を 40 
cm 以上と する ことができ る。 


はり 


長さ 24^) 以上 


長さ 150 
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2.4 鋼 構造の 柱 • はりの 試験 体 は， 2.3 の 規定に よる ほか， その 鋼材の 断面 は 表 2 のとお りと する。 ただし， 実際 
の 構造の 鋼材 断面が これよ り 小さい 場合 は， その 断面に よる。 



表 2 



構造 部分 


鋼材 断面 積 crn2 


寸法 cm 


柱 


120 以下 


1 辺 又は 径約 30 


はり 


100 以下 


せい 約 40 



2.5 注水 試験 用 及び 衝撃 試験 用 試験 体に ついては， 防火 上 • 構造 上 差異がない と 認められる 場合， 壁の 試験 体 を も 
つて， 床 • 柱' はりの 試験 体の 代替と する ことができる。 

2.6 試験 体 は， 風 通の よい 室内で おおむね 表 3 の 期間 乾燥させる。 ただし， 人工 乾燥に よって 前記 以上の 乾燥 状態 
と した 場合 又は 気 乾 状態で ある こ と を 適当な 試験 方法で 確かめた 場合 は， この 期間 を 短縮す る ことができ る。 
また， 金属， ガラス 製品な ど は 乾燥の 必要がない。 



表 3 



区分 


夏 


冬 


コンクリート， モルタル 塗な ど 湿式 工法に よる もの 


2 か 月 


3 か 月 


石綿 ス レー ト張 など 乾式 工法に よる もの 


1 か 月 


1 か 月 



3. 加熱 炉 

3.1 加熱 炉は， 4. に 示す 温度の 時間 的 変化 を 試験 面の 全面に ほぼ 一様に 与えられる ような ものと する。 

3.2 加熱 炉の 熱源 は， 都市ガス， ズロ パン， 重油 その他 適当な 燃料と し， その 炎 は 直接 試験 体に 十分に 達し 得る も 

のとす る。 

3.3 試験 体 取 付 用 枠 は， 耐熱性の ものと し， 試験 面 を 所定の 位置に 保持で きる ような 構造の ものと する。 
3.4 壁 は， 鉛直 位置で 片面から， 柱 は 同じく 四周から， はり， 床 及び 屋根 は 水平 位置で 下方から 加熱す る。 
3.5 載 荷 加熱 試験 用 加熱 炉に は， 加熱 中に 規定の 荷重 を 試験 体に 載 荷す る ことができる 装置 を 附属させる。 



4. 加熱 等級 加熱 温度 は， 表 4 及び 付図 1 の 標準 曲線に よる ものと し， 加熱 等級 は 加熱 時間 30 分， 1 時間， 2 時間， 3 
時間 及び 4 時間の もの を， それぞれ 30 分 加熱， 1 時間 加熱， 2 時間 加熱， 3 時間 加熱 及び 4 時間 加熱と いう。 

表 4 



経過 時間 （min) 


5 


10 


15 


20 


25 


30 


35 


40 


45 


50 


55 


60 


加熱 温度 （て） 


540 


705 


760 


795 


820 


840 


860 


880 


895 


905 


915 


925 



経過 時間 (min) 


65 


70 


75 


80 


85 


90 


95 


100 


110 


120 


130 


140 


加熱 温度 rc) 


935 


945 


955 


965 


975 


980 


985 


990 


1000 


1010 


1015 


1 025 



経過 時間 （min) 


150 


160 


170 


180 


190 


200 


210 


220 


230 


240 


加熱 温度 （て） 


1030 


1 040 


1 045 


1050 


1 060 


1 065 


1 070 


1080 


1085 


1095 



5. 加熱^ 

5. 1 試験 面 以外の 部分 は， 火炎 を 遮断す る よ う に 耐火 れんが その他の 材料で 覆い， 更に これらの 間が すいていて 
試験 面 以外の 部分が 加熱され るお それが ある 場合 は， 石綿 その他の もの を 充てん するな ど， 適当に 処理して 加熱す 
る。 
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5.2 通気 性， 空げ き， 継目な どの ある 構造で は， 試験 体の 加熱 側の 炉内 気圧が 大気圧より 大 となる ような 加熱 方法 

をと る。 

このため， 試験 面に マノ メータ 類 を 取り付け， 少なくとも 加熱 面の 約+が 大気圧より 高い 炉内 気圧 を 受けて いる こ 
と を 確かめる ものと する。 

5.3 加熱 温度 は， JIS C 160 2 に 規定す る 0. 7 5 級 以上の 性能 を もつ 径 1 mm の CA 熱電対に よって 測定す る。 

5.4 加熱 温度 を 測定す る 熱電対の 熱 接点 は， 付図 2 のよ うに 壁 • 床 • 屋根に あって は 試験 面の 中心 及び 中心 端 部と 

の 中間に， また， 柱 • はりに あって は 対称的に， 表 5 に 示す 個数 以上 を 標準と して 設置す る。 

加熱 温度 測定 用 熱電対 は， 内径 約 1 cm の 先端 を 封 じた 石英， 鉄 又は 磁性 保護 管に 入れ， その 熱 接点 を それぞれ 試 
験 面から 約 3 cm 離した 位置で 10 cm 以上 試験 面に 平行す るよう に 置く。 



表 5 



構造 部分 


柱 


はり 


壁 • 床 • 屋根 


試験 体の 大きさ^ 








A 


12 (8) 個 


9 (7) 個 


9(5) 個 


B, C 


8(6) 個 


6 (5) 個 


5(3) 個 



備考 括弧 内 は 最小値 



5.5 加熱 は， 5.4 に 規定した 熱電対の 示す 温度 を 4， に 規定した 標準 曲線に 沿わせる ようにして， 予定した 加熱 等級 
の 加熱 時間に 達する まで 行う。 ただし， 特に 必要 ある 場合に は， 予定した 加熱 等級の 加熱 時間 を 超えて 加熱す る こと 
がで きる。 

5.6 加熱 温度の 測定 は， 30 分まで は 2 分 以内 ごとに， 30 分 以後 は 5 分 以内 ごとに 行う。 炉内 平均 温度の 標準 曲線に 対 
する 許容誤差 は， 加熱 時間 温度 面積で 加熱 時間 1 時間まで は ±10 %， 2 時間まで は ±7.5 %， 2 時間 を 超える もの は 
±5 % とする。 ただし， その 許容誤差 以上の 高温で 5. 10 の 規定に 合格した 場合 は， この 限りで ない。 
5.7 試験 体に は 作製に 際し， 構造 耐カ上 主要な 鋼材 表面に JIS C 1602 に 規定す る 0.75 級 以上の 性能 を もつ 径 0.65 
mm の CA 熱電対 を， 壁 '床' 屋根に あって は 試験 面の 中心 及び 中心 端 部との 中間に， また， 柱 • はりに あって は 対称 
的に， 表 6 に 示す 個数 以上 取り付けて おき， 試験 時の 鋼材 温度 を 測定す る。 



表 6 



構造 部分 


柱 


はり 


壁 • 床 • 屋根 


試験 体の 大きさ^ 








A 


9 (6) 個 


6(5) 個 


5 (4) 個 


B， C 


6 (4) 個 


4 (3) 個 


3(2) 個 



備考 括弧 内 は 最小値 



5.8 壁 及び 床 は， 加熱 面の 反対 面の 温度 (継目 その他の 弱点 部 を 含む。 以下， 裏面 温度と いう。） を 測定す る。 裏面 
温度の 測定 は， JIS C 1602 に 規定す る 0.75 級 以上の 性能 を もつ 径 0.65 mm の CA 熱電対の 熱 接点 を 5 か 所 (B， C 試験 
体で は 3 か 所) 以上 配置し （付図 2 参照）， これ を]. 0X10 cm 以上， 厚さ 1,5 cm の 気 乾 状態の すぎ 板で 密着す るよう に 覆 

つて 測定す る。 

なお， 予定した 加熱 等級の 加熱 時間 を 超えて 加熱す る 場合に は， 上記の ほかに 熱 接点 を 追加し， これ を 各 辺が 10 
cm 以上， 厚さが] cm の 気 乾 状態の 石綿 板で 密着す るよう に 覆って 測定す る。 

5.9 鋼材の 表面 温度 及び 裏面 温度 は， 加熱 終了後 も 下降 を 示す まで 測定す る。 温度の 測定 は， 5 分 以内 ごとに 行う。 
5.10 加熱 試験の 結果， 試験 体が 次の 条件に 適合す る もの を 合格と する。 

(1) 加熱 中， 耐火 上 又は 構造 強度 上 有害と 認められる 変形 • 破 壊， 脱落な どの 変化 を 生じない こと。 

備考 局部 的な 爆裂で 表層の はく 離に とどまる もの， 及び 積 層 材料で 加熱 側が 一部 爆裂， 大き 裂， はく 離， 脱 
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落な ど を 生じても， 裏面 側 材料 又はし ん材 が， これらに 該当し ない もの は 合格と する。 、 

(2) 加熱 中， 壁 • 床 及び 屋根 は， 火炎 を 通す ような き 裂が 入らない こと。 

備考 裏面に 達する き 裂 を 認めた 場合に は， その 部分に 木綿の 綿 を 当てて， これに 着火がなければ 合格と す 
る。 

(3) 壁 及び 床 は， 5. 8 に 規定す る 裏面 温度 力、 ^260 て を 超えない こと。 ただし， 外壁で 屋内から 加熱した 場合の 裏面 
温度に ついては この 限りで ない。 

予定した 加熱 等級の 加熱 時間 を 超えて 加熱した 場合に は， 石綿 板で 覆った 熱電対の 示す 温度が 加熱 終了後 下 
降 を 示す までの 時間 を， 予定した 加熱 等級の 加熱 時間に 加えた 時間に おいて， すぎ 板で 覆った 熱電対の 示す 温 
度が， この 条件に 適合す る こと。 

(4) 5. 7 に 規定す る 鋼材 温度の 最高 及び 平均が， 表 7 に 示す 温度 を 超えない こと。 

予定した 加熱 等級の 加熱 時間 を 超えて 加熱した 場合に は， 加熱 終了後 下降 を 示す までの 時間 を 予定した 加熱 
等級の 加熱 時間に 加えた 時間に おいて， この 条件に 適合す る こ と。 





表 7 




単位 。c 


構造 種類 ""^^""^^ ^"^""^^ - 


構造 部分 


柱 • はり 


床 • 屋根 

壁 (外壁の 非 耐カ壁 を 除く。） 


鉄骨 鉄筋コンクリート 造 

鉄筋コンクリート 造 

鉄筋 コンク リート 製 パネルな ど 


最高 温度 


500 以下 


550 以下 


プレス トレ スト コンクリート 造 


最高 温度 


400 以下 


450 以下 


鋼 構造 


最高 温度 


450 以下 


500 以下 




平均 温度 


350 以下 


4O0 以下 



(5) 構成 材の いずれもが 加熱 中 著しい 発 炎 をせ ず， 加熱 終了後 10 分 間 以上 火気が 残存し ない こと。 

6. 載 荷 加熱 試験 

6.1 構造 耐カ上 主要な 構造 部分の A 試験 体に よる 耐火 試験に ついては， 5.10(4) によらないで， 載 荷 加熱 試験 を 行 
うこと によって， 合否の 判定 を 行う ことができる。 

6.2 長期 許容 応力 度の 1.2 倍に 相当す る 応力 度が 試験 体に 生じる よう に 載 荷しながら 5. の 加熱 試験 を 行う。 ただし， 
屋上と して 利用し ない 屋根に あって は， 屋根 面 1 m 2 ごとに 区分し， 区分され た それぞれの 部分の 中央部に 637 N{65 
kgf) の 集中 荷重 を 加える ものと する。 

6.3 載 荷 加熱 試験の 結果， 主 構造 材が耐 力 上の 破壊 を 示さず， かつ， 5.10(4) を 除く 各項に 適合す る もの を 合格 
とする。 この場合， 破壊 を 示さない と は， 試験 体の た わみ， 伸びな どの 変形 量の 時間 的 変化が 急変せ ず， かつ， 床に 
ついては 最大た わみ (cm) が， 試験 体の 支点 間 距離 (cm) を 2 乗した ものの"^^ を 超えず， また， 屋根に ついては 最大 
た わみ (cm) 力、〜 試験 体の 支点 間 距離 (cm) を 2 乗した ものの ■ ^を 超えない こと をい う。 

7. 注水 鐘 5. の 試験 方法に よって 30 分 (30 分 加熱の もの は 10 分) 以上 加熱した 試験 体に， 速やかに 水平距離 5 m, 
表面に 対して 45 度の 角度で， 筒先 口径 I 2 , 7 mm, 筒先 圧力 1 3 7. 2 kPa{l.4 kgf/cm 2 } の 注水 を 試験 面の ほぼ 中央に 2 分 間 
行い， 甚だしい 破損 • 欠落 のない もの を 合格と する。 

備考 従来 単位の 試験機 又は 計測 器 を 用いて 試験す る 場合の 国際 単位 系 (SI) による 数値への 換算 は 次に よる。 

1 kgf=9.80 N 
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8. 衝撃 試験 5. の 試験 方法に よって 30 分 (30 分 加熱の もの は 10 分) 以上 加熱した 試験 体の 試験 面 を 上 (床 又は 屋根の 
場合 は 下） にして 水平に 置き， これに 付図 3 に 示す 形状の 重量 1 kg, 5 kg 又は 10 kg のな す 形お もり を， 構造 部分の 種 

類に 応じて 表 m こ 示す 高さから 試験 体の 弱点 部に 落とす。 その 結果， 耐火 被覆 材の全 厚に わたる はく 離 又は 裏面に 達 
する 穴が あかない もの を 合格と する。 



表 8 



\ 構造 部分 

項目 


加熱 等級 


30 分 加熱 


1 時間 加熱 


2, 3， 4 時間 加熱 




床 • 屋根 


柱 • 壁 


床 


柱， 壁 


床 


柱， 壁 


おもり の 質量 


H 


1 


1 


5 


5 


10 


10 


落 高 cm 


200 


100 


200 


100 


200 


100 



9. 判定 及び 報告 

9.1 5. の 加熱 試験 は， 試験 体の 大きさ 及び その 組合せに よって， 表 9 に 示す 回数 を 行い， 各回と も 合格し なければ 
ならない。 



表 9 



構造 部分 


試験 体の 大きさと 試験の 回数 


記号 


壁 ひ） 


試験 体の 大 き さ カ^の もの 1 回と C の もの 1 回と の 組合せ 


AC 




試験 体の 大 き さ 力 ほの も の 2 回 


BB 




試験 体の 大 き さ 力、 ての もの 3 回 


CCC 


床 • 柱 • はり • 屋根 


試験 体の 大 き さ カュ 1 の もの 1 回と B の も の] 回 と の 組合せ 


AB 




試験 体の 大 き, さ カ^の も の 3 回 


BBB 



注 （1) 両面の 材料 構成が 対称で ない 壁に あって は， その 両面に ついて， それぞれ この 回数 を 行う。 

ただし， 次に 該当する 構造 部分に ついては C 試験 体 だけで 判定して はならない。 

(a) 厚い 空気 層な ど を 含んで 総 厚が 大きい もの。 

(b) 加熱に よる 材料の 伸長， 収縮 又はた わみ などの 変化の ため， すき 間， き 裂， はく 落 
などの 防火 上 有害な 変形 を 生じる おそれの ある もの。 



9.2 6. の 載 荷 加熱 試験， 7. の 注水 試験 及び 8. の 衝撃 試験 は 2 回 行い， それぞれ 合格し なければ ならない。 
9. 3 試験 結果の 報告書に は， 構造 種類の 名称， 使用 材料の 詳細 (比重， 含水 率 その他の 品質 を 含む。）， 試験 体の 形 
状， 寸法， 加熱 等級， 熱源， 加熱 温度， 裏面 温度と 鋼材 温度 及び その 平均値と その 測定 位置， 最高 値と これに 達した 
時間， 防火 上 重要な 観察 事項， 結果の 判定と その 理由， 燃料 消費量， 試験 年月日， 試験機 関 名 及び 試験 担当者 名 を 記 

載す る。 
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付図 1 
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付図 2 (温度 測定 位置の 標準 例） 
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凡例 ： '秦… …加熱 温度 測定 位置 

〇 …… 鋼材 温度 測定 位置 
X …… 裏面 温度 測定 位置 
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JIS A 1304， 

建築 構造 部分の 耐火 試験 方法 解 説 

この 解説 1 は， 本体に 規定した 事柄， 及び これに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 規格の一 部で はない。 

I. 今回の 改正に ついて 今回の 改正 は， "日本工業規格 における 国際 単位 系 （SI) の 導入の 方針に ついて" （第 399 回 
日本 工業 標準 調査 会 標準 会議 議決） （平成 2 年 6 月 1 日） に 基づき， 国際 単位 系 （SI) を 採用す る こと 及び JIS Z 8301 ( 規 
格 票の 様式） によって 項目 配列 順序， 用語， 字句な ど を 修正した ことで ある。 

この 改正案 は， 日本 工業 標準 調査 会 建築 部会 (部会 長 岸 谷 孝 一 日本 大学教授） において 審議， 議決され た。 



解 1. 



★ 内容に ついての お 問合せ は， 技術 部 規格 開発 課へ FAX ： 03-3405-5541 で ご 巡 絡く ださい。 

★ JIS 規格 粟の 正 2 ^粟が 発行され た 場合 は， 次の 要領で ご 案内いた します。 

( 1 ) 当 la 会 発行の 月刊 標準化 ジャーナル" に， 正 • 拱の 内容 を揭 «t いたします。 

(2) 毎月 第 3 火 《 日に， "日 g 業 新 HP 及び • 日刊 ェ i^HT の J1S 発行の 広告 栅で， 正狭果 
が 発行され た JIS 規格 番号 及び 規格の 名称 をお 知 ら せいた します。 

なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正 狭 票が 発行され た 場合に は 自動 

的に お送りい たします。 

★ JIS 規格 票の ご注文 及び 正 R 票 を ご 希望の 方 は， » 及 事業部 普及 業 iS， (FAX ： 03-3583-0462) 又 
は 下 IE の 当 S 会 各 支 都へ FAX でお 顧い いた します。 
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